
第９期

さがゴールドプラン２１
（佐賀県高齢者保健福祉計画・佐賀県介護保険事業支援計画）

概要版



計画の基本的な考え方
基本理念等

「さがゴールドプラン２１」（佐賀県高齢者保健福祉計画・佐賀県介護保険事
業支援計画）は、中期的な視点から、佐賀県として目指すべき基本的な政策目
標を定め、その実現に向けて取り組むべき施策を明らかにするとともに、市町（保険
者）の取組を支援するもので、３年ごとに見直しを行っています。

第９期計画においては、いわゆる団塊世代が75歳以上となる2025(R７)年を
迎える中、いわゆる団塊ジュニア世代が65歳以上となる2040 (R22)年等を見据
え、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの推進を目標として、2040 (R22)
年等のサービスや給付等の水準を推計した上で、中長期的な視野に立った施策の
展開を図っていきます。

全ての高齢者が住み慣れた地域で、安心して生活ができ、元気に活躍する、明る
く豊かな地域共生社会を目指して、第８期計画の取組を更に推進させていくととも
に、介護保険法改正の趣旨等を踏まえた新たな視点を加え、３分野８つの主要
施策を掲げ、地域の実情に応じた地域包括システムを推進することとします。

基本理念等の体系図



（図１）佐賀県の高齢者人口と高齢化率の長期的な推移

● 本県の高齢者（65歳以上）人口は2025 (R７)年前後にピークを迎えた後、2040（R22）年頃まで横ばいで推移し、そ
の後減少に転じる見込みです。一方、後期高齢者（75歳以上）の人口は、2035（R17）年まで増加する見込みです。

資料︓2005〜2020年の佐賀県人口・高齢化率「佐賀県推計人口（各年度10月1日現在）」等より 全国の高齢化率及び2025年以降
は「国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」より

高齢者を取り巻く状況

高齢者人口

資料︓2020年「介護保険事業状況報告」、2025年以降各市町（保険者）による推計値

（図２）佐賀県の要介護者数及び要介護認定率の長期的推移

要介護者等の状況

● 本県の要支援・要介護認定者数は、増加を続けており、第９期計画期間中において約1,360人（3.0%)の増加が見込
まれています。



（課題）
高齢者数の増加と、生産年齢人口の減少を見据え、地域活動や社会参加に意欲がある元気な高齢者が、社会とつ

ながりを持ち活躍し続ける仕組みを充実させていくことが必要です。

（取組の方向性）
意欲がある元気な高齢者が、地域社会で活躍できるよう、学びの場の提供や社会参加の支援、就業の支援等に取り

組んでいきます。

（施策分野１）元気に活躍できるSAGAづくり
１ 高齢者の社会参加の推進

（課題）
市町における地域での介護予防の取組や、多様な主体による生活支援サービスの充実を図る必要があります。また、

地域ケア個別会議についても、専門職を含めた取組の効果検証を行いながら継続する必要があります。
高齢者の心身の多様な課題に対応するため、後期高齢者の保健事業、介護保険の地域支援事業、国民健康保険

の保健事業が一体的にフレイル予防に取り組む必要があります。
介護予防の取組については、健康づくり（保健事業）の取組と一体となって取り組むことで更なる効果が期待されます。

（取組の方向性）
幅広い専門職の助言を得ながら、住民主体の「通いの場」の充実を図り、「介護予防のための地域ケア個別会議」の

継続的な展開を推進し、生活支援サービスの創出に向けた市町の取組を促進します。
高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施し、高齢者が身近な場所で健康づくりに参加できるように支援します。
また、健康寿命を延ばしていくためのロコモティブシンドローム予防や歯科保健等の取組を推進します。

２ 自立支援・介護予防の推進

目標値（2026年度）現 状（2022年度）

毎年度30件20件ゆめさがアシストセンターによ
るマッチング支援件数

（指標①）ゆめさがアシストセンターによるマッチング支援件数の現状と目標値

（指標②）生活支援コーディネーター研修の受講率の現状と目標値

目標値（2026年度）現 状（2023年度）

85%55%生活支援コーディネーター研修の受講率

（指標③）重度化防止・自立支援に関する現状と目標値

目標値（2026年度）現 状（2022年度)

前年より上昇10位要介護認定を受けていない高齢者数の割合全国順
位（年齢調整後）

目標値（2026年度）現 状（2022年度）

16,410人11,730人通いの場に参加した高齢者人数(※)

（指標④）住民主体の通いの場の現状と目標値

※通いの場に参加した高齢者人数︓体操（運動）を実施する通いの場に週１回以上参加した数
（指標⑤）健康寿命の延伸の現状と目標値

目標値（2025年度）現 状（2019年度）

73.4歳72.94歳男性健康寿命の延伸（2040年度まで
に3年延長＜2016年度比＞） 76.2歳75.47歳女性



（課題）
高齢者が安心して地域で暮らしていくために、介護と医療双方のニーズや、家族介護者等のニーズにも柔軟に対応で

きるサービスの充実をはじめ、高齢者の住まい及びサービスの適切な量の確保、さらにサービスの質を確保・向上すること
も重要です。

（取組の方向性）
高齢者の多様なニーズに柔軟に対応できるサービス供給体制の整備や、サービスの質の確保・向上を図っていきます。
また、利用者が真に必要なサービスを適切に受給できるよう、ケアプランの点検等の介護給付の適正化に向けた取組

を推進します。

（施策分野２）安心して生活できるSAGAづくり
１ 介護サービス・住まいの充実

（課題）
今後、経験したことのない災害や感染症発生に備え、高齢者の安全確保に向けた取組が必要です。
高齢者虐待は、倫理観・理念の欠如（介護者）や知識・技術の不足（事業所）、経済的な問題や認知症の症状

（家庭）が大きな要因となっており、虐待や認知症等に係る理解の促進、家族介護者の相談体制の充実・介護者の負
担軽減が必要です。
市町社協における法人後見の実施や市民後見人を養成し、関係機関をつなぐ地域連携ネットワークを構築する必要が

あります。

（取組の方向性）
高齢者に対する災害発生や感染症発生時の安全確保について、関係各所と連携し、取り組んでいきます。
高齢者虐待防止対策の推進や、各種相談・情報提供体制の充実を図り、高齢者を取り巻く様々な問題を円滑に解決

し、高齢者の権利擁護に努めます。
成年後見制度に基づく権利擁護の取組の推進、市民後見人の育成・活用、支援組織の体制整備を行います。

２ 高齢者の安全・安心な環境づくり

目標値（2026年度）現 状（2023年度）

93箇所78箇所在宅生活を支えるサービスの事業所数（※）

（指標⑥）在宅生活を支えるサービスの現状と目標値

※在宅生活を支えるサービス・・・小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

目標値 （2026年度）現 状 （2023年度）

90％84.8%有料老人ホームの生活満足度

（指標⑦）有料老人ホームの質の確保・向上に資する現状と目標値

目標値（2026年度）現 状（2022年度）

前年より降下介護7位介護サービス受給者一人当たり費用額の
全国順位

（指標⑧）介護給付適正化の現状と目標値

（指標⑨）高齢者虐待防止に係る理解促進の現状と目標値
目標値

（2024〜2026年度）
現 状

（2021〜2023年度）

1,200人1,035人高齢者虐待に関する研修受講者数

※2023（R5）年度は、 2024 (R6）年3月末時点の件数
（指標⑩）中核機関を設置した市町の数の現状と目標値

目標値（2026年度）現状（2023年度)

20市町9市町成年後見制度利用促進に向けて中核機関
を設置した市町数



３ 認知症の人との共生

（課題）
認知症は誰もがなりうるものであるということを広く県民に知ってもらい、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮ら

し続けることができるよう取組を進める必要があります。

（取組の方向性）
2023(R5)年度に成立した「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の理念を踏まえ、国が2019(R１)年度

に策定した認知症施策推進大綱に沿って、認知症についての正しい理解を促進し、認知症の人やその家族の意見も踏まえ
た認知症施策を進めます。
地域ごとに認知症サポーター等が支援チームを作り、認知症の人やその家族の支援ニーズに合った具体的な支援につなげ

る仕組み（「チームオレンジ」）の構築を支援します。

（課題）
医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域に

おける医療・介護の関係機関の情報共有及び連携体制を推進する必要があります。
地域包括支援センターの運営が安定的・継続的に行われていくよう、関係団体との連携強化や、適切な事業評価の実

施、人員体制の整備など、複合的に機能強化を図る必要があります。

（取組の方向性）
県医師会等と連携し、入退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、看取り等の様々な局面において、在宅医療及

び介護が一体的に提供できる体制の強化に向けた取組を行います。
地域包括支援センターの業務全般が効果的かつ円滑に運営されるよう、地域包括支援センターの体制整備や、地域の

他の相談支援関係機関等との連携が図られるよう支援します。

（施策分野３）地域包括ケアシステムの充実・連携強化
１ 地域を支えるネットワークの充実強化

目標値 （2026年度）現 状 （2023年度）

2人1人認知症本人大使の設置人数

（指標⑪）認知症本人大使の設置人数の現状と目標値

目標値 （2026年度）現 状 （2023年度）
20市町10市町チームオレンジの設置市町数

（指標⑫）チームオレンジの設置市町数の現状と目標値

（指標⑬）訪問看護ステーションの規模拡大事業の現状と目標値

目標値（2026年度）現 状（2023年度）

83箇所62箇所看護師数５名以上の訪問看護ステーション数

目標値 （2026年）現 状 （2022年）

現状より低下72.2％医療機関看取り率

（指標⑭）在宅等での看取りの推進の現状と目標値

目標値 （2026年度）現 状（2023年度）

20市町15市町地域ケア推進会議を実
施している市町村数

（指標⑮）地域ケア会議の推進の現状と目標値



（課題）
2030(R12)年度に2,056人、2040(R22)年度に4,659人の人材が不足すると見込まれており、これを見据えた人材

確保の取組が必要となっています。
高齢者人口がピークを迎える一方、後期高齢者人口の増加、生産年齢人口の減少が引き続き進んでいく中、地域包括

ケアシステムを支える介護人材の安定的な確保や、業務効率化につながる取組の強化が必要です。

（取組の方向性）
人材の確保のため、「参入の促進」「労働環境の改善」「処遇の改善」「資質の向上」の４つの観点から、総合的に取組を

実施します。
地域包括ケアシステムを支える多職種の確保・育成と連携を強化する取組を推進します。
多様な人材確保の観点から外国人介護人材の受入環境の整備を推進します。

２ 医療・介護人材の確保・育成

（課題）
人材が限られる中、労働環境の改善等による介護職員の負担軽減と利用者に対する介護サービスの質の向上を両立

していくための取組を進めることが必要です。

（取組の方向性）
介護現場の生産性向上の推進体制を整備し、生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的・

横断的に進めます。
介護支援先進機器の導入支援等により、職員の負担軽減と介護サービスの質の向上の両立を図ります。
介護サービス事業者の経営の見える化を進め、経営改善に向けた動機付けを促進します。

３ 介護現場の生産性向上

目標値 （2026年度）現 状 （2022年度）

16,091人15,717人介護職員数

（指標⑯）介護人材の現状と目標値

目標値 （2026年度）現 状 （2022年度卒）

65％60.1%福祉系コース生徒・学生の県内介護施設就
職率

（指標⑰）すそ野拡大の現状と目標値

目標値（2026年度）現状 （2023年度）

80％49.3%介護支援先進機器（移乗等支援機器、見守り機器）
を導入している介護保険施設の割合

（指標⑱）介護支援先進機器導入の現状と目標値



（問い合わせ先） 佐賀県 長寿社会課
☎ 0952-25-7105 Fax 0952-25-7265
✉ tyoujyusyakai@pref.saga.lg.jp
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